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(百万円未満切捨て)
１．2026年３月期第３四半期の連結業績（2025年４月１日～2025年12月31日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年３月期第３四半期 617,703 △4.4 79,157 22.7 67,982 19.7 48,822 △10.7

2025年３月期第３四半期 646,403 △5.7 64,495 △20.4 56,804 △23.0 54,665 1.9
(注) 包括利益 2026年３月期第３四半期 59,191百万円( 2.0％) 2025年３月期第３四半期 58,003百万円( 0.0％)

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2026年３月期第３四半期 232.58 －

2025年３月期第３四半期 261.07 －

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2026年３月期第３四半期 2,378,234 459,741 18.7

2025年３月期 2,244,003 407,336 17.5
(参考) 自己資本 2026年３月期第３四半期 444,097百万円 2025年３月期 391,931百万円

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2025年３月期 － 10.00 － 10.00 20.00
2026年３月期 － 15.00 －
2026年３月期(予想) 15.00 30.00

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

上記「配当の状況」は、普通株式に係る配当の状況です。当社が発行する普通株式と権利関係の異なる種類株式（非上場）

の配当の状況につきましては、後述の「種類株式の配当の状況」をご覧ください。

３．2026年３月期の連結業績予想（2025年４月１日～2026年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通 期 867,000 △3.9 59,000 △22.2 43,000 △32.9 28,000 △56.4 129.49

(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更 ： 有

新規 1社（社名） （同）ゆうにじ 、除外 － 社（社名）

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数 (自己株式を含む) 2026年３月期３Ｑ 215,291,912株 2025年３月期 215,291,912株

② 期末自己株式数 2026年３月期３Ｑ 9,939,157株 2025年３月期 9,963,625株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2026年３月期３Ｑ 205,345,478株 2025年３月期３Ｑ 205,323,414株

(注) 当社は、業績連動型株式報酬制度「株式給付信託（BBT）」を導入しており、期末自己株式数には、「株式給付信託

（BBT）」に係る信託口が保有する当社株式（2026年３月期３Ｑ 390,700株、2025年３月期 420,300株）が含まれておりま

す。また、当該信託口が保有する当社株式を、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

（2026年３月期３Ｑ 400,567株、2025年３月期３Ｑ 299,700株）

※ 添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は
監査法人によるレビュー

： 有（任意）

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

（将来に関する記述等についてのご注意）

本資料に記載されている将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一

定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。

なお、業績予想に関する事項につきましては、2026年１月30日に公表いたしました「2025年度第３四半期

（４～12月）決算について」のＰ.４「2025年度 連結業績予想」及びＰ.５「2025年度 連結業績予想の修正

概要」をご覧ください。



種類株式の配当の状況

普通株式と権利関係の異なる種類株式に係る１株当たり配当金の内訳は以下のとおりです。

Ｂ種優先株式
年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期 末 合 計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭
2025年３月期 ― 1,500,000.00 ― 1,500,000.00 3,000,000.00

2026年３月期 ― 1,500,000.00 ―

2026年３月期（予想） 1,500,000.00 3,000,000.00

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無
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１．経営成績等の概況

（１）当四半期の経営成績の概況

当第３四半期連結累計期間の売上高は、燃料価格などの低下に伴う燃料費等調整額の減少な

どにより、前年同四半期連結累計期間に比べ287億円減の6,177億3百万円となり、営業外収益を

加えた経常収益は、279億77百万円減の6,210億36百万円となりました。

経常利益は、労務費・物価及び金利の上昇はありましたが、燃料価格などの低下に伴う燃料

費等調整制度の期ずれ差益の拡大や水力発電量の増加に伴う燃料費の減少などにより、前年同四

半期連結累計期間に比べ111億78百万円増の679億82百万円となりました。また、親会社株主に帰

属する四半期純利益は、経常利益の増加はありましたが、特別利益に計上した核燃料売却益の減

少などにより、前年同四半期連結累計期間に比べ58億43百万円減の488億22百万円となりまし

た。

（２）当四半期の財政状態の概況

資産、負債、純資産の状況

資産は、減価償却の進行などはありましたが、電力需要の増加やカーボンニュートラルの実

現に向けた投資に伴う固定資産の増加などにより、前連結会計年度末に比べ1,342億31百万円増

の2兆3,782億34百万円となりました。

負債は、有利子負債の増加などにより、前連結会計年度末に比べ818億25百万円増の1兆9,184

億92百万円となりました。

純資産は、配当金の支払いはありましたが、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上など

により、前連結会計年度末に比べ524億5百万円増の4,597億41百万円となりました。

以上の結果、当第３四半期連結会計期間末の自己資本比率は、前連結会計年度末に比べ1.2ポ

イント増の18.7％となりました。

経営成績等の概況につきましては、2026年１月30日にＴＤｎｅｔ及び当社ウェブサイト

（https://www.hepco.co.jp/）で公表いたしました「2025年度第３四半期（４～12月）決算につ

いて」をご覧ください。



２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2025年12月31日)

資産の部

固定資産 1,832,408 1,932,099

電気事業固定資産 1,113,450 1,102,259

水力発電設備 201,755 199,132

汽力発電設備 161,263 151,844

原子力発電設備 107,069 102,631

送電設備 180,317 179,413

変電設備 107,824 114,018

配電設備 306,001 308,146

業務設備 38,872 37,625

その他の電気事業固定資産 10,345 9,446

その他の固定資産 65,806 65,195

固定資産仮勘定 312,274 399,889

建設仮勘定 284,053 371,173

除却仮勘定 290 785

使用済燃料再処理関連加工仮勘定 27,930 27,930

核燃料 167,342 168,237

加工中等核燃料 167,342 168,237

投資その他の資産 173,534 196,517

長期投資 91,904 107,538

退職給付に係る資産 34,797 36,780

繰延税金資産 33,132 28,641

その他 14,045 23,895

貸倒引当金（貸方） △344 △339

流動資産 411,594 446,135

現金及び預金 156,322 154,407

受取手形、売掛金及び契約資産 111,427 99,572

棚卸資産 66,620 80,887

その他 78,687 112,730

貸倒引当金（貸方） △1,463 △1,462

合計 2,244,003 2,378,234



(単位：百万円)

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2025年12月31日)

負債及び純資産の部

負債の部

固定負債 1,350,861 1,446,180

社債 723,400 819,230

長期借入金 494,310 498,961

未払廃炉拠出金 89,223 89,223

退職給付に係る負債 30,634 26,130

その他 13,293 12,635

流動負債 483,965 469,917

1年以内に期限到来の固定負債 166,392 162,064

短期借入金 44,500 44,500

支払手形及び買掛金 94,892 91,815

未払税金 23,106 35,969

その他 155,073 135,567

特別法上の引当金 1,840 2,394

渇水準備引当金 1,840 2,394

負債合計 1,836,667 1,918,492

純資産の部

株主資本 369,513 411,794

資本金 114,291 114,291

資本剰余金 47,211 47,211

利益剰余金 225,738 268,007

自己株式 △17,728 △17,715

その他の包括利益累計額 22,417 32,302

その他有価証券評価差額金 10,071 18,182

繰延ヘッジ損益 △234 △146

退職給付に係る調整累計額 12,580 14,266

非支配株主持分 15,404 15,644

純資産合計 407,336 459,741

合計 2,244,003 2,378,234



（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2024年４月１日
至 2024年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年12月31日)

営業収益 646,403 617,703

電気事業営業収益 611,350 583,814

その他事業営業収益 35,052 33,888

営業費用 581,907 538,545

電気事業営業費用 552,927 510,443

その他事業営業費用 28,980 28,101

営業利益 64,495 79,157

営業外収益 2,611 3,333

受取配当金 696 1,192

受取利息 131 458

持分法による投資利益 － 366

その他 1,782 1,315

営業外費用 10,302 14,508

支払利息 8,069 10,651

持分法による投資損失 178 －

その他 2,053 3,857

四半期経常収益合計 649,014 621,036

四半期経常費用合計 592,209 553,053

経常利益 56,804 67,982

渇水準備金引当又は取崩し △674 554

渇水準備金引当 － 554

渇水準備引当金取崩し（貸方） △674 －

特別利益 19,549 1,206

核燃料売却益 19,549 1,206

税金等調整前四半期純利益 77,028 68,634

法人税、住民税及び事業税 19,469 18,765

法人税等調整額 2,194 540

法人税等合計 21,663 19,306

四半期純利益 55,364 49,327

非支配株主に帰属する四半期純利益 699 505

親会社株主に帰属する四半期純利益 54,665 48,822



四半期連結包括利益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2024年４月１日
至 2024年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年12月31日)

四半期純利益 55,364 49,327

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 1,646 8,209

繰延ヘッジ損益 950 △128

退職給付に係る調整額 △27 1,566

持分法適用会社に対する持分相当額 69 216

その他の包括利益合計 2,638 9,863

四半期包括利益 58,003 59,191

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 57,289 58,707

非支配株主に係る四半期包括利益 714 483



（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（セグメント情報等の注記）

（セグメント情報）

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 2024年４月１日 至 2024年12月31日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
（注1）

合計
調整額
(注2)

四半期連
結損益計
算書計上
額(注3)北海道電力

北海道電
力ネット
ワーク

計

売上高

顧客との契約から生じる
収益

503,620 89,379 592,999 30,052 623,051 － 623,051

電気事業営業収益 499,894 89,350 589,245 0 589,245 － 589,245

その他事業営業収益 3,726 28 3,754 30,051 33,806 － 33,806

その他の収益(注4) 19,893 2,491 22,384 966 23,351 － 23,351

外部顧客への売上高 523,514 91,870 615,384 31,018 646,403 － 646,403

セグメント間の内部売上高
又は振替高

43,358 137,166 180,525 72,566 253,091 △253,091 －

計 566,873 229,036 795,910 103,584 899,494 △253,091 646,403

セグメント利益 50,780 43 50,824 7,972 58,797 △1,992 56,804

（注）１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、その他の連結子会社等を含

んでいる。

２ セグメント利益の調整額△1,992百万円は、セグメント間取引消去によるものである。

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っている。

４ 売上高の「その他の収益」には、「デフレ完全脱却のための総合経済対策」に基づき実施される「電

気・ガス価格激変緩和対策事業」及び「酷暑乗り切り緊急支援」により、国が定める値引き単価による

電気・ガス料金の値引きを行っており、その原資として受領する補助金が含まれている。内訳は、「北

海道電力」19,340百万円、「北海道電力ネットワーク」66百万円である。



Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 2025年４月１日 至 2025年12月31日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
（注1）

合計
調整額
(注2)

四半期連
結損益計
算書計上
額(注3)北海道電力

北海道電
力ネット
ワーク

計

売上高

顧客との契約から生じる
収益

477,666 98,608 576,275 26,866 603,141 － 603,141

電気事業営業収益 473,726 98,537 572,263 0 572,264 － 572,264

その他事業営業収益 3,940 70 4,011 26,865 30,876 － 30,876

その他の収益(注4) 8,416 3,368 11,785 2,775 14,561 － 14,561

外部顧客への売上高 486,083 101,977 588,060 29,642 617,703 － 617,703

セグメント間の内部売上高
又は振替高

41,258 128,950 170,209 82,493 252,703 △252,703 －

計 527,342 230,927 758,270 112,136 870,406 △252,703 617,703

セグメント利益 57,431 2,806 60,237 10,796 71,033 △3,050 67,982

（注）１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、その他の連結子会社等を含

んでいる。

２ セグメント利益の調整額△3,050百万円は、セグメント間取引消去によるものである。

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っている。

４ 売上高の「その他の収益」には、「国民の安心・安全と持続的な成長に向けた総合経済対策」に基づき

実施される「電気・ガス料金負担軽減支援事業」により、国が定める値引き単価による電気・ガス料金

の値引きを行っており、その原資として受領する補助金が含まれている。内訳は、「北海道電力」

7,562百万円、「北海道電力ネットワーク」28百万円である。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項なし

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項なし

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。な

お、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含

む。）は、次のとおりである。

前第３四半期連結累計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年12月31日)

減価償却費 55,049百万円 53,787百万円



独立監査人の四半期連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2026年２月６日

北海道電力株式会社

取締役会 御中

EY新日本有限責任監査法人
札幌事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 片岡 直彦

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 井上 裕人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 大槻 昌寛

監査人の結論

当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられている北海道電力株式会社の2025年４月１

日から2026年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2025年10月１日から2025年12月

31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2025年４月１日から2025年12月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び

注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、株式会社東京証券取引

所及び証券会員制法人札幌証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において

一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準

第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項

が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビ

ューを行った。期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の期中レビュ

ーにおける監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定

（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会

社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結

論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、株式会社東京証券取引所及び証券会員制法人札幌証券取引所の四半期財務諸表等の

作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基

準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準

拠して四半期連結財務諸表を作成することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな

い四半期連結財務諸表を作成するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含

まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を

作成することが適切であるかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所及び証券会員制法人札幌証券取

引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半

期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略

が適用されている。）に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示

する責任がある。



監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視するこ

とにある。

四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立

場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビュー

の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他

の期中レビュー手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる

監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要

な不確実性が認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表におい

て、株式会社東京証券取引所及び証券会員制法人札幌証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４

条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただ

し、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して

作成されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関

する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事

項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない

場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。

監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況に

より、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所及び証券会員制法人札幌証券

取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載

の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項が認められないかどうか

を評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠

を入手する。監査人は、四半期連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責

任がある。監査人は、単独で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の

重要な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守し

たこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去する

ための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを

適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ

き利害関係はない。

以 上

（注）１ 上記の期中レビュー報告書の原本は当社（四半期決算短信開示会社）が別途保管している。
２ XBRLデータ及びHTMLデータは期中レビューの対象には含まれていない。


